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第27号議案 長崎市住宅用地特例の適用に関する家屋の要件を定める条例
第28号議案 長崎市老朽危険空家等を除却した土地に係る納税義務者の固定資産税の減免に関する条例

現
状

● 空き家が増加し、なかでも老朽化し崩壊等の危険がある「老朽危険空き家」が
多く存在している

● 管理不全な老朽危険空き家は、経年劣化や災害時の倒壊など、近隣住民の
生活環境に深刻な影響を与える

● 地域みらい懇談会では、これまで空き家に関する要望が２０件寄せられている

● 空き家の管理状態に関わらず、住宅用地特例は等しく適用しており、税負担の
公平性が図られていない

● 所有者にとっては、空き家の解体等に係る費用と、固定資産税等の増加が
経済的負担になるため、結果、解体等が進まない

課
題

◆ 長崎市の空き家の状況（R4.3.31現在） 空き家 約15,000戸
（売却・賃貸用の物件を除いた推計）

特定空家 717戸

老朽危険空き家 157戸

※ H30住宅土地統計調査より

市民からの通報等
により判明

潜在的な
老朽危険空き家

老朽危険空き家の調査を実施

東琴平町 愛宕町

住宅用地 200㎡

住宅用地特例

■ 土地の課税標準 ＝ 評価額 × １/６ （特例措置）
■ 固定資産税 ＝ 課税標準 × 1.4％

長崎市老朽危険空家等

を除却した土地に

係る納税義務者の

固定資産税の減免に

関する条例

● 税負担の公平性を確保
● 空き家の適正管理の意識醸成

● 老朽危険空家等の
除却促進税制面から

市民の安全安心な生活環境を確保する

長崎市住宅用地特例

の適用に関する家屋

の要件を定める

条例

住宅特例適用
を解除

減免による
除却誘導

老朽危険空き家

◆ 建築部の取り組み
崩壊等、近隣に悪影響を及ぼす恐れのある特定空家の所有者に、修繕や解体と

いった対応を助言、指導する。また、その他支援策も講じている。

特定空家 助言又は指導 勧告（※） 命令 行政代執行

※ 勧告により、住宅用地特例は適用解除になる

事業名称 内 容 R３実績 R４予算
R５予算
見込み

特定空家等
除却費補助金

老朽化し危険である特定空家
等の除却費を一部助成

17,740千円
（37件）

20,000千円
（40件）

20,000千円
（40件）支援策としては他にも、市が寄附を受けて老朽危険空き家を除却し、

公共用地として整備する「老朽危険空き家対策事業」もある - ２ -



「長崎市住宅用地特例の適用に関する家屋の要件を定める条例」 の概要

住宅用地特例（第２条関係）

家屋の
状態

① 居住中の住宅、
管理されている空き家

・転勤で一時的に空き家
・募集中の賃貸物件 等

② 管理されていない
老朽危険空き家

・適切な管理を怠り老朽
化して、崩壊等の危険
がある空き家

③ 家屋なし

・家屋は解体除却され、
更地になっている

特例適用

見直し前

特例適用

見直し後

住宅用地特例の適用に関する家屋の要件（第３条関係）

● 住宅地区改良法施行規則 別表第１（住宅の不良度測定表） 評定区分二

構
造
の
腐
朽

又
は

破
損
の
程
度

項 目 評定内容 評 点

基礎、土台、
柱、はり

基礎の沈下、柱の傾斜、破損・腐朽、変形 25､50､100

外壁、界壁 仕上げ材料の剥落、下地の露出、壁体の穴 15､25

屋根
瓦等の剥落・ズレ、軒の裏板・たる木等の腐朽、屋根
の変形

15､25､50

床 根太落ち、床の傾斜 10､15

● 地方税法第349条の３の２
「住宅用地に対する固定資産税の課税標準の特例」

■ 総務省通知（Ｈ27.5.26付け 自治税務局固定資産税課長通知）

地方税法第349条の３の２の規定における住宅用地の認定について

課税標準額
（評価額×1/6）

特
例
措
置

課税標準額
（評価額×1/6）

特
例
措
置

課税標準額
（評価額×0.7）

課税標準額
（評価額×0.7）

増
額

評価額

評価額

評価額

条例の運用に伴う影響額

老朽危険空き家157戸をすべて解体・除却した場合（単年度）

●土地の税額増 ＋約140万円 ●家屋の税額減 ▲約60万円

目的
住宅用地特例を適用する家屋の要件を定め、適切に運用すること
で、税負担の公平性確保と空き家の適正管理の意識醸成を図る

構造上住宅と
認められない

状況にある場合

今後人の居住の
用に供される

見込みがない場合

空き家が

かつ 住宅用地特例
の適用解除

条例で基準を明確化

住宅の
不良度測定表

評点合計
100点以上

人の居住の用に
供される見込み

がないと認められる

住宅用地特例
を適用しない
家屋の要件

- ３ -

施行日 令和６年１月１日から施行



「長崎市老朽危険空家等を除却した土地に係る納税義務者の固定資産税の減免に関する条例」 の概要

目的
老朽危険空家等を除却した土地の固定資産税を減免することで、
当該空家等の除却促進と市民の良好な生活環境を確保する

減免の適用及びその額（第３条及び第５条関係）

➣ 特例適用を解除した土地に存する老朽危険空き家を除却したときは、増額と
なる固定資産税等相当額を減免する

特
例
措
置

課税標準額
（評価額×1/6）

課税標準額
（評価額×0.7）

特例措置適用 特例措置解除

評価額

【 固定資産税の減免例（200㎡の宅地） 】

増

額

★固定資産税 ＝ 課税標準額 × 税率（1.4％）

評価額を180万円と仮定すると…

【解除前の税額】 4,200円－①
【解除後の税額】 17,600円－② 【減免額】 ② － ① ＝ 13,400円

減

免

住宅用地（特例あり）から

更地（特例なし）へ

条例の運用に伴う影響額

老朽危険空き家157戸をすべて解体・除却した場合

▲約420万円（３年間） ※▲140万円（単年度）×３年（減免期間）

【意見提出件数】 1件

【意見等の内容】
土地と家屋の所有者が異なる場合、空き家管理における土地の所有者の責務

と、条例における住宅用地特例の適用について

【長崎市の考え方】
空き家が老朽化して、構造上家屋と認められない状況であれば、所有者が異

なっていても、土地の住宅用地特例は適用解除となる。空き家は、家屋及び土地
の所有者いずれにも管理責任があり、両者連携のもと管理を行っていただきたい

パブリックコメントの状況 ※期間 ： R4.12.21（水）～R5.1.20（金）

減免の範囲等（第４条関係）

条例施行（公布の日） 条例失効（R10.12.31）

減免対象となる解体・除却期間

適用
対象

条例施行の日から令和10年12月31日までの間に老朽危険空家等を
除却した土地の納税義務者

減免期間が途中で終了する場合

● 新たに住宅用地特例
を適用

● 納税義務者が代わっ
た（相続は除外）

● 他の用途に変更された
（例：宅地 → 駐車場）

🚘 🚘

R５ R６ R７ R８ R９ R10

特例適用
解除・除却 減免期間（３年間）

R５度 R６度 R７度 R８度 R９度 R10度 R11度 R12度 R13度

適用
期間

３年間

特例適用
解除

減免期間（３年間）除却

- ４ -

（減免の申請をした日以後の最初の納期から３年後の納期まで）

施行日等
● 公布の日から施行
● 令和10年12月31日をもって失効



不動産に関するルールの変更
（法務省【法務局】）

1 相続登記の義務化

● R6.4.1施行
● 相続人は所有権を取得したことを知った日から

３年以内に申請する義務

2 相続土地国庫帰属制度の創設

● R5.4.27施行
● 相続等で土地の所有権を取得した相続人が申

請可能
● 負担金（10年分の管理費相当額）を納付
● 建物等がない、担保がない、危険な崖がない

などの要件

【要望内容】
居住の用に供する見込みのない等、一定の空き家の敷地

に係る固定資産税等の住宅用地特例について、その解除等
により空き家の適切な活用や管理、除却を促すための所要の
措置を講ずる

Ｒ５地方税制改正要望
（総務省・国土交通省）

「空き家」を
取り巻く問題

危険な空き家
の増加

管理不全状態

除却費用
固定資産税

有効活用が
図られていない

他都市の取組み（税制面）

管理不全状態など
一定の基準に該当
する空き家の住宅
用地特例を解除

京都市
神戸市
尼崎市
など

空き家除却後の
土地に係る
固定資産税

増額分を減免

木更津市
深谷市
豊前市
など

住宅用地特例

家屋要件条例
老朽危険空家

除却に係る

固定資産税

減免条例

長崎市の税制面
からの取組み

空き家

特定空家
特定空家の
予備軍となる

「管理不全空家」

◆ 国の空き家対策に係るイメージ

【取りまとめの内容（R5.1.3１提言）】

空き家対策小委員会
（国土交通省 社会資本整備審議会）

今後の
空き家
対策

適切な管理・除却の促進

● 所有者の対応を後押しする取組
● 市区町村の積極的な対応を後押しする取組

★ 特定空家の予備軍となる「管理不全空家」について、適切
な管理（指導・勧告・命令）を促すことを可能にする仕組みを
検討する（住宅用地特例の解除検討も含む）

★ 条例等で一定の家屋除却後の固定資産税軽減を可能に
する

発生抑制

● 「住宅を空き家にしな
い」との意識醸成

● 死後に空き家としない
仕組みの普及

活用促進

● 相続人への意識啓発
や相続時の譲渡等促進

● 空き家の流通・活用の
促進

空き家等に対する国の動き

所有者不明土地等の発生予防に向けて

- ５ -



（参考）法務局作成パンフレット
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（参考）法務局作成パンフレット
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